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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、発達障害の子供のための援助チーム（校内委員会など）が、「ほんもの
チーム」として機能する要因について検討することである。
　特別支援教育コーディネーター12名を対象とした調査の結果、「ほんものチーム」ができる要因は、①校内委員会の
相談機能の発揮、②同僚のサポートと立場の尊重、③学校組織の体制作りと外部機関への働きかけであり、これらは、
④コーディネーターの役割遂行と粘り強さに支えられていることが明らかになった。また、特別支援教育コーディネー
ター352名を対象とした調査から、コーディネーターの行動は、「ほんものチーム」や特別支援教育の向上と関連する
ことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to find the fastors that might enable coordination s
ommittees for children with developmental disabilities to work as real teams.
 The result of interviews to 12special needs education coordinators show that the factors for real team ar
e consultation in scoordination committees,respect to colleagues and support by them,building school syste
m and connecting to community agencies,and professional work and patience (perseverance) of coordinators. 
And survey to 352coordinators was done and results show that Coordinators' work is related to real teams a
nd promotion of special needs education.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 アメリカでは、1986 年、The Office of 
Special Education and Rehabilitation 
Servicies.U.S Department of Educationか
ら“Shared Responsibility”という概念の元、
教育に関する保護者の役割や個別の計画の
実践を明確にすることが打ち出され、専門家
による、「援助チーム（Student Support 
Team）」の実践が行われている。 
 一方日本では、発達障害の子どもに対する
支援について、2007 年に校内に特別支援教
育に関する委員会を設置すること、委員会の
メンバーは、校長や特別支援教育コーディネ
ーター、学級担任などをはじめ必要と思われ
る者などで構成すること、組織的な体制づく
りを進めることなどが明確にされた（文部科
学省，2007）。この点について、2009年度の
特別支援教育体制整備状況調査では、校内委
員会の設置の割合は小中学校で９割を超え
ていること、専門家チームとの連携も４割か
ら５割程度行われていることから３年間に
かなり整備されたことが伺える。 
 しかし、このような体制づくりが整備され
てはいるが、「校内委員会」や「個別の子ど
もへの援助チーム」の効果的な活用の仕方に
ついての議論にはいまだ至っていないとい
えよう。個別の子どもへのチームによる支援
の実践や研究では、スクールカウンセラー
（以下ＳＣと略記）、担任、保護者による援
助チーム（石隈，1999；田村，2003）、学級
担任が中心となって作られた援助チーム（茅
野，2004）、養護教諭を中心とした援助チー
ム（日野，2001）などがあげられる。 
また、学校の体制づくりについては、養護教
諭を中心とした体制づくり（相樂・石隈，
2005）や、学校組織を活用したチーム援助（家
近・石隈，2003）などがあげられる。家近・
石隈（2003）は、校内委員会（コーディネー
ション委員会）の機能を明らかにし、そこに
参加する教師の意識の変化を引き起こし(家
近・石隈，2007；家近・石隈，2010）、さら
に教師の提供する心理教育的援助サービス
に影響を及ぼすことを示している(家近・石隈，
未公刊）。 
 上述の研究はいずれも、「援助チーム」の
有用性について言及したものである。しかし、
一方でチームを組むことがうまくできない
学校の事例（半田，2005）や、管理職の交替
に伴って行われた組織編成による影響を受
けて、生徒の問題への援助が困難になった事
例（木村，2003）などもみられる。 
では、なぜ「チーム援助」がうまくいかな
いのだろうか。この点についてはアメリカの
企業におけるチームの研究が大きな示唆を
与える。Katzenbach & Smith(1993)は、企
業、学校にある 32 チームを対象に研究を行
い、個人の能力の総和を超える集合的作業成
果を生み出す場合にのみ、その集団を「チー
ム」と呼び、同じ人数のチームであっても、
その成果によって、working group、pseudo 

team、real teamなどに分類されることを指
摘している。working groupは、自分の領域
を超えて行動することのない group であり、
「ほんものチーム（real team）」は、メンバ
ーそれぞれが補い合えるスキルを持ち、明確
なゴールと相互の説明責任を持っているチ
ームであり、「にせチーム（pseudo team）」
は、情報交換をしているが、一緒にやること
のメリットは少なく、他のメンバーと一緒に
やることがかえってマイナスになるという
チームである。 
 校内委員会や専門家チームとの連携、個別
の子どもへの援助チームにおいても、上述の
ような「ほんものチーム」や「にせチーム」
になっている可能性が考えられる。そこで本
研究では、校内委員会などのチームが「ほん
ものチーム」として機能するために必要な要
因について検討する。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、次の４点である。 
①発達障害の子どもへの支援において、「個
別の子どもへの援助チーム」及び「校内委員
会による援助チーム」が「ほんものチーム」、
になる要因について明らかにする。 
②「ほんものチーム」であるかどうかの評価、
それをもたらす要因に関する評価リストを
作成する。 
③「ほんものチーム」が教師の援助サービス
に与える影響について明らかにする。 
④作成した評価リストを活用したチーム援
助のシステムについての提言を行う。 
 本研究は、校内委員会が「ほんものチーム」
になるためのプロセスについて明らかにす
る研究１と、研究１で明らかにした要因の関
連について明らかにする研究２からなる。 
〔研究１〕「ほんものチーム」が作られるプ
ロセス 
本研究の目的は、①校内委員会での話し合
いが、「ほんものチーム」になるために必要
な要因を見いだすこと、②特別支援教育コー
ディネーターが「ほんものチーム」を作るま
でのプロセスについて検討することである。 
〔研究２〕 
 本研究の目的は、①特別支援教育コーディ
ネーターの行動尺度、「ほんものチーム」尺
度、特別支援教育評価尺度を作成し、その構
造について検討すること、②各尺度の関連に
ついて検討することである。 
 
３．研究の方法 
〔研究 1〕 
(1) 調査実施時期 
 2013 年 8月 
(2) 調査対象 
 特別支援教育コーディネーター12 名（小学
校 6名、中学校 6名） 
(3) 調査方法 
 調査対象者に対し、一人 1時間程度の半構
造化面接を実施した。 



(4) 分析の方法 
 修正版グラウンデッド・セオリーアプロー
チ（以下、M－GTA と略記する）を用いて分析
した。 
〔研究２〕 
(1)調査実施時期 
 2014 年２月 
(2)調査対象 
 特別支援教育コーディネーター352 名 
(3)調査方法 
 調査対象者に対し、質問紙による調査を実
施した。 
(5) 使用した尺度 
各尺度については、研究１の特別支援教育
コーディネーターのインタビューの結果と
先行研究から作成した。 
 使用した尺度は、①特別支援教育コーディ
ネーターの行動尺度、②「ほんものチーム」
尺度、③校内委員会の機能尺度（家近・石隈，
2011）、④特別支援教育評価尺度である。 
 
４．研究成果 
 各研究の成果は以下の通りである。 
〔研究１〕 
 特別支援教育コーディネーター12 名（小学
校 6名、中学校 6名）への半構造化面接の結
果について逐語録を作成し、意味内容に従っ
て文を区切り、基礎となるデータを作成した。
なお、匿名性を維持するための調査対象者に
ついては、小学校教師を小１～小６とし、中
学校教師を中１～中６まででナンバリング
した。その結果、1712 項目の基礎データが得
られた。1712 項目について分析メモを作成し、
概念を構成する 967 項目を抽出した。 
これらの967項目の基礎データについてス
テップ１で小学校教師 6名、ステップ 2では
中学校教師 6名のデータを整理し、67 概念を
作成した。分析については M-GTA を用いた。 
 小カテゴリ、中カテゴリ、大カテゴリにつ
いて、「特別支援教育コーディネーターはど
のようにして校内委員会をほんものチーム
にしていくのだろうか」という問いを元に、
特別支援教育コーディネーターの行動を中
心にして、カテゴリを生成した。 
最終的に、①特別支援教育コーディネータ
ーとしての役割の遂行、②校内委員会の相談
機能の発揮、③同僚の教師へのサポートと尊
重、④校内委員会機能の組織的位置づけが⑤
特別支援教育における心理教育的援助サー
ビスの向上につながるごとが明らかになっ
た。 
〔研究２〕 
 研究１の結果と先行研究から作成した特
別支援教育コーディネーターの行動尺度  
は、31 項目であった。ほんものチーム尺度に
ついては、Katzenbach & Smith(1993)の理論
と、研究１の結果から 19 項目を作成した。
特別支援教育評価尺度については、柘植・飯
島・小西・中川、松田(2008）を参考にして   
25 項目を作成した。さらに校内委員会の機能

尺度は、コーディネーション委員会の機能尺
度（家近・石隈，2011）を使用した。 
特別支援教育を積極的に推進している5県
の特別支援教育コーディネーター対象に、質
問紙による調査を実施した。各学校の特別支
援教育コーディネーター1 名を指名して郵送
で実施した。352 名から回答が得られた。 
全ての尺度で正の相関（ｒ＝.48～.66）が
みられ、特別支援教育コーディネーターの行
動と「ほんものチーム」、校内委員会の機能、
特別支援教育における援助サービスとは関
連があることが明らかになった。 
研究１、研究２の成果発表については、研
究１の結果を LD 研究、研究 2 の結果につい
ては、ISPA Journal に投稿を予定している。 
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